
資料２-2

協会けんぽ千葉支部の健康課題を
踏まえた重点施策等について
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課 題 ①

◎循環器系の疾患による入院医療費が全国平均を上回る。
・腹囲、血圧のリスク保有率は男女ともに全国平均を上回る。
・同診療種別において業態別にみると、「社会保険・社会福祉・介護事業」や「職別工事業」、「設備工事業」といっ
た建設業関係の業態の1人当たり医療費が高い。

・「道路貨物運送業」、「その他の運輸業」といった運輸業関係の業態の腹囲、血圧リスクが高くなっている。

これまでの取組と
評価

◎これまでの取組と結果
・将来的に虚血性心疾患や脳血管疾患につながるメタボリックシンドローム対策としての特定保健指導。

実施率：令和６年度実施率17.8％（前年度比＋0.7％増）
利用案内率：令和６年度第3四半期までで71.4％（43位）

保健指導専門機関への委託件数を増やしたことで上昇（委託件数：令和４年度7,607件→令和６年度32,928件）

・特定保健指導該当者割合は男性で令和４年度28.7％から令和６年度29.0％、女性は11.3％から11.6％で横ばい。

・未治療者に対する受診勧奨の二次勧奨について、一次勧奨対象者まで基準を拡大して実施。健診受診月から10ヶ月以内の医療機関
受診率は31.6％（令和４年度健診受診分）から33.5％（令和５年度健診受診分）と全国平均（33.8％）に近い値まで受診率を伸ばし
ている。

・肥満と高血圧が健康課題である君津地域・職域連携推進協議会に参画し、管内の市町村や商工会議所等と食事、運動、重症化予防に
取り組んでいる。

・令和７年度より道路貨物運送業、その他運送業の被保険者のうち血圧リスク保有者の中から、腹囲リスクの有無、食習慣に関する問診
の回答結果に応じて、生活習慣改善を促す個別通知を送付している。

◎取組に対する評価
・業態別の取組は令和７年度から着手したばかりであるため、現時点では評価できていない。
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血圧リスク保有者に
対する啓発事業

令和8年度は優先すべきターゲットを絞ったハイリスクアプローチを対象とする業態を変えて実施する。

「社会保険・社会福祉・介護事業」の加入者のうち血圧リスクのある者について、さらに、腹囲のリスクの有無、食習慣に関する質問（就寝前2時
間以内の夕食・朝食抜き）の回答の内容によって4パターン（①腹囲リスクあり＋食習慣が悪い、②腹囲リスクあり＋食習慣が悪くない、③腹囲リ
スクなし＋食習慣が悪い、④腹囲リスクなし＋食習慣が悪くない）に分類して、パターン別に生活改善を促す勧奨文書を作成して送付する。また、
送付に当たっては、通知受け取り後から次の健診を受診するまでの生活習慣の改善状況や健診結果の変化を見る必要があるため、健診結果が
確認できた者からコンスタントに複数回（4回）に分けて発送する。

血圧リスク（腹囲リスク、食習慣が悪いこと）から今後、想定される疾病や「社会保険・社会福祉・介護事業」の業務にとって影響が考えられる事
象など掲載した情報を提供することで、対象者自らが改善を図るよう促すことができる。

「社会保険・社会福祉・介護事業」の業態をターゲットとした理由は、受診者数が多く、腹囲リスク保有率・血圧リスク保有率に及ぼす影響度がほ
かの業態に比べて高いため。

課 題 ③

◎食習慣NGの者の割合が全国平均と比較して著しく高い。
・男女ともに全国平均と比較して食習慣に関する健診時質問項目の「就寝時2時間内夕食あり」、「朝食を抜く習慣あ
り」の割合が高い。

・運輸業や建設業は「就寝時2時間内夕食あり」、「朝食を抜く習慣あり」の割合が高い。

これまでの取組と
評価

◎これまでの取組と結果
・「正しい食習慣」に焦点を絞った事業及び広報は行っていない。
・特定保健指導時には食習慣の改善を働きかけているが、特保指導対象者以外へのアプローチはほとんどできていない。
・肥満と高血圧が健康課題である君津地域・職域連携推進協議会に参画し、管内の市町村や商工会議所等と食事、運動、重症化予防に
取り組んでいる。

・令和７年度は道路貨物運送業、その他運送業の被保険者のうち血圧リスク保有者の中から、食習慣に関する問診の回答結果および腹
囲リスクの有無に応じて、生活習慣改善を促す個別通知を送付している。

◎取組に対する評価
・食習慣に対する介入は特定保健指導以外ほぼできていない
・個別通知にかかる取組は令和７年度から着手したばかりであるため、現時点では評価できていない。
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勧奨通知（外側） ①腹囲リスクあり＋食習慣が悪い
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勧奨通知（外側） ②腹囲リスクあり＋食習慣が悪くない
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勧奨通知（外側） ③腹囲リスクなし＋食習慣が悪い
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勧奨通知（外側） ④腹囲リスクなし＋食習慣が悪くない
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勧奨通知（内側）
外側の種類に応じ
て４パターンで作成

健診時の問診結果に応じ
て１２パターンで作成

健診結果に応じて２６パ
ターンで作成
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発送スケジュール

発送日 到着月 送付対象受診月

１回目 7月31日 8月 R7年9月～11月

２回目 9月30日 10月 R7年12月～R8年2月

３回目 11月30日 12月 R8年3月～5月

４回目 3月2日 3月 R8年6月～8月

委託予定件数 10,000
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重症化予防に関する
啓発事業

・血圧、血糖、脂質等に着目した未治療者への受診勧奨の実施
・胸部エックス線検査における要精密検査・要治療者への受診勧奨の実施
・自治体や関係団体及び地方労働局と連携した取組の効果的な実施

課 題 ②
◎腎尿路生殖器系の疾患による入院・入院外医療費が全国平均を上回る。
・代謝のリスク保有率では男女ともに全国平均を上回る。
・業態別では「道路貨物運送業」、「その他運送業」といった運輸業関係の代謝リスクが高い。

これまでの取組と
評価

◎これまでの取組と結果
・CKDの疑いのある者3,551名に対し、県が作成したCKD協力医リストに受診勧奨文書に同封し送付した。なお、重症化予防事業は
富津市と連携することができるようになり、1月からは富津市の対象者には富津市の健康相談のご案内を同封している。

・R6年度の健診結果から23,116名の受診勧奨予備群の方を選定し、健康意識の啓発を図るお知らせを送付した。
・千葉県糖尿病性腎症重症化予防プログラムに基づいて支部保健師が保健指導を実施予定であったが、地区医師会と連携し
て事業を実施するまでには至らなかった。

・健診機関と専門的な糖尿病治療・療養指導体制を持つ医療機関の直接連携による糖尿病関連腎臓病の重症化予防の効果を確認する
ことを目的とした仁戸名糖尿病初期治療研究の研究計画書の策定に参画した。

◎取組に対する評価
・取組は行っているものの、すぐに数値の改善に反映されるものではないため、現時点では評価できていない。
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慢性腎臓病（CKD）が疑われる方に対する受診勧奨通知の送付
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課 題 ④
◎咀嚼能力が低い者の割合が全国平均と比較して著しく高い
・男女ともに全国平均と比較して咀嚼能力が低い者（「噛み難い」者及び「殆ど噛めない」者）の割合が高い。
・業態別では「道路貨物運送業」、「その他運送業」といった運輸業関係の業態の咀嚼能力が低い。

これまでの取組と
評価

◎これまでの取組と結果

・健康宣言事業所の健康づくりの取組のフォローアップを目的として、R2年度から千葉県歯科医師会と連携し、希望する健康宣言事業所を対象に
歯科口腔健診を無料で実施している（先着順）。R6年度は健康宣言事業所の被保険者1,228名分の申し込みがあり、321名が受診した。
・R6年度健康保険委員研修会として歯科口腔の健康づくりに関するオンラインセミナーを実施。
・R6年度特定健診受診者の問診結果における「噛み難い」者13,000人に対して要因分析のため、R7年度に咀嚼機能アンケート調査を実施（咀
嚼に関する質問の回答のほか、咀嚼力の測定結果を記入させる等、定量的に確認できる仕組みも導入）。

◎取組に対する評価

・歯科口腔健診の受診率が約３割程度と低いこと、また、歯科健診実施後の効果検証ができていないことが課題。

咀嚼機能要改善者へのア
ンケート調査・分析の結

果、実施する事業

◎咀嚼機能アンケート調査を実施した結果
・咀嚼力の低下と歯磨きの頻度・時間、定期的な歯科受診、歯の本数等に因果関係があることが確認された。
・咀嚼能力の低い者のうちオーラルフレイル該当者が多くいることが確認された。

R8年度は以下の事業を実施。

①咀嚼能力が低い者への歯科受診啓発通知の送付
・健診時の問診結果が「全く噛めない」「噛み難い」に該当する加入者のうち歯科受診が無い者に実施。

②定期歯科健診の受診勧奨に向けたポピュレーションアプローチ
・加入者への定期的な歯科検診を受診するよう勧奨チラシを作成し健康宣言事業所・健康保険委員等に配布や地元メディアを活用した
周知広報を行う。
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①咀嚼能力が低い者への歯科受診啓発通知（外側）
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①咀嚼能力が低い者への歯科受診啓発通知（内側）
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①咀嚼能力が低い者への歯科受診啓発通知（封筒） ②定期歯科健診の受診啓発リーフレット



15

課 題 ⑤

◎喫煙者の割合が全国平均と比較して高い。
・県内でみると、東葛南部・北部を除き、概ね喫煙率が高い。
・男女ともに全国平均と比較して喫煙率が高い。
・業態別では「道路貨物運送業」、「その他運送業」といった運輸業関係の業態、「総合工事業」、「職別工事業」、
「設備工事業」といった建設業関係の喫煙率の割合が特に高い。

これまでの取組と
評価

◎これまでの取組と結果

・協会HPにて禁煙成功者の申し出に応じて「禁煙成功表彰状」を交付する事業を実施。主に事業主が社内で禁煙成功者への特典として利用して
おり、R４年度54件、R５年度17件、R６年度34件の申請があり表彰状を交付している。
・生活習慣病予防健診契約機関に禁煙パンフを配布して、喫煙者へ交付するように依頼。
・健康宣言事業所と協会けんぽの連名で、禁煙を勧めるチラシを作成して従業員に配布。
・メルマガや健康な職場づくり宣言事業所への情報提供等の広報を年３回程度実施。
・千葉県健康ちば推進班と共同で禁煙啓発イベントの開催や禁煙支援者研修会の案内を実施。
・R７年度は健診受診時に喫煙習慣があると回答した千葉市在住の対象者について、属性（中学生以下の子供を持つ者、年齢）に応じて禁煙
啓発の個別通知を行った。（千葉市が作製した禁煙助成周知用リーフレットを同封）

◎取組に対する評価

・いずれも喫煙率を改善するほどのインパクトがない。個別通知にかかる取組は令和７年度から着手したばかりであるため、現時点では評価できていな
い。

喫煙習慣のある被保険者に
対する啓発事業

R8年度は対象者の多い業態、自治体にターゲットに絞ったハイリスクアプローチの実施。

・健診受診時に「喫煙習慣がある」と回答した者の割合が比較的県内でも多い君津医療圏の対象者、運輸関係の業態の対象者に、
将来的な肺がんやCOPDの発症や基礎疾患の重症化を防ぐことができる等の禁煙のメリット（健康面、金銭面）や具体的な禁煙方
法を記載した通知書を送付する。通知書については、対象者の属性（中学生以下の子を持つ者、年齢）に応じて3パターン作成す
る。

・希望者には、委託業者による禁煙プログラムを提供し、禁煙支援を実施する。

・対象者の属性（中学生以下の子供を持つ者、年齢）に分けて情報提供・啓発を行うことで、対象者の生活背景によって異なる禁煙
によるメリットを効果的に伝えることができる。

・禁煙プログラム利用者については、プログラムによる禁煙成功が期待される。
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禁煙啓発通知（木更津市・君津市・富津市・袖ケ浦市・千葉市在住の対象者と左記5市を除いた運輸業の事業所の対象者）

15歳以下の子あり 40歳未満（15歳以下の子なし） 40歳以上（15歳以下の子なし）
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若年層に対する防煙啓発リーフレット（外側）
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若年層に対する防煙啓発リーフレット（内側）
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課 題 ⑥

◎健診受診率、特定保健指導実施率が被保険者、被扶養者ともに低い。
・被保険者健診受診率（生活習慣病予防健診+事業者健診）は全国ワースト3位（59.3％）である。
・特定保健指導実施率は全国平均と比較して、被保険者ワースト10位（18.2％）、被扶養者ワースト7位（9.5％）と
近年横ばい傾向が続いている。

これまでの取組と
評価

◎これまでの取組と結果
・検診車を保有する健診機関への働きかけにより、巡回健診を42市町69会場（対前年度 ＋1市、▲6会場）で実施となり、受診機会
実の確保を図った（被保険者）。

・Webサイトの二次元バーコードを印字した受診勧奨ハガキを東京、神奈川、埼玉在住者および県内在住の小規模事業所の未受診者に
送付した（送付者数：98,762人）（被保険者）。

・委託業者より新規適用事業所4,777件、令和6年度適用で受診率の低い事業所3,121件に電話勧奨を行った（被保険者）。
（受診状況 新適事業所3,137人、29.8％ 前年度適用事業所5,602人、7.6％）

・千葉労働局及び千葉県との連名通知を発出後、委託業者による勧奨文書の送付及び電話勧奨を実施した（被保険者）。
（勧奨件数 1,419事業所、提供依頼書取得事業所 217事業所、健診結果データ作成件数 13,355件、
健診結果紙媒体取得件数 12,673件）

・市町村と連携した特定健診とがん検診の同時実施可能な集団健診を実施した（被扶養者）。

・特定保健指導利用案内率の向上のため、専門機関への委託件数を増やすことで、指導機会の確保に努めた（被保険者）。
（専門機関への委託件数：40,064件、対前年度＋7,136件）

・特定保健指導専門機関については、ICT面談又は訪問のいずれも対応可能な事業者と契約して40,064件（対前年度+7,136件）委
託し、対象者のニーズに応じた面談を実施した（被保険者）。

・千葉市内のホテルで実施した集団健診、オプション検査が使用できる集団健診において、健診当日に特定保健指導初回面談を実施し
た（被扶養者）。
（実施人数・ホテル健診：136人 オプショナル集団健診：416人、対前年度＋103人）

◎取組に対する評価
・健診受診率（被保険者・被扶養者）、特定保健指導実施率ともに微増であり、今後も継続した勧奨等が必要である。

健診受診率・
特定保健指導実施率
向上のための取組

・生活習慣病予防健診について、20・25・30歳の若年者への対象拡大に加え、人間ドック健診の創設も踏まえた「顔の見える地域ネットワーク」
活用による受診勧奨等の取組を推進
・被扶養者の特定健診において骨粗鬆症検診や眼底検査等を集団健診時のオプション健診として実施及び千葉県と連携したがん検診との同時
実施の拡大
・人間ドック健診の創設を契機とした、特定保健指導の一層の実施率向上と委託機関数拡大の推進
・外部委託の更なる推進、健診当日の初回面談の一層の推進
・自治体と連携した特定保健指導の確実な実施及びその拡大
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生活習慣病予防健診（被保険者）の受診勧奨通知

男性Ver.
女性Ver.
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集団健診（被扶養者）のお知らせ

ハガキ表（共通） ハガキ裏（市町村単位）
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オプショナル集団健診（被扶養者）のお知らせ
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